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　ホームページの構成の見直しや情報の分
類を通じて、利用者が必要とする情報にア
クセスしやすい環境づくりが進められてい
る。
　また、アンケートによるニーズの把握や
広報対応職員の育成にも取り組んでおり、
今後の情報発信の更なる充実が見込まれ
る。

　定期的な外部講師による勉強会や翻訳アプリ等を活用
した職員間の申し送り及びコミュニケーションを通じ
て、外国籍職員の日本語能力を向上させた。
　また、日本人職員に対しても外国語に触れる機会を増
大させた。

　ホームページ内の構成を見直し、トップページ上の項
目「事業所ニュース」を活用して、「ご利用案内」「面
会・外出情報」「お知らせ」「採用情報」など、閲覧頻
度の高い項目を分かりやすく分類した。これにより、必
要情報へのアクセス手順を簡素化した。

　地域交流やボランティア活動の再開にあ
たり、積極的な外部連携と情報共有を通じ
てネットワークの拡充に取り組まれた点を
評価する。
　また、施設長を含む役職者が関係団体と
の関係構築に参画し、今後はマッチングサ
イト等の活用により新たなボランティア分
野の開拓を進める姿勢も前向きであり、今
後の展開が期待される。

　外国籍職員の日本語理解を支援するため
の勉強会の実施や、翻訳アプリの活用な
ど、実践的な取り組みが進められている点
を評価する。
　今後も、マニュアルの多言語化を含め、
外国籍職員が安心して働ける環境整備の継
続が期待される。
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　コロナの5類移行後、減少していた地域
住民との交流や中学生の体験学習、ボラン
ティア団体の受け入れなど、以前のレベル
に戻ってきた。コロナでの交流制限が続く
中で、ボランティアや地域交流の大切さを
改めて認識し、このような分野で活躍して
もらいたいなど、交流のあり方を検討して
いる。この機会を捉え、ボランティアの新
規分野の開発や、新世代との連携、地域団
体との新しい協働の実践など、様々な取り
組みを進めたいと振り返っている。
　施設側のニーズを明確にし、ボランティ
アとの連携などに取り組むことが望まれ
る。

　今年度も、利用者及びその家族が「どのような情報を
知りたいか」「どの媒体で確認するか」などの把握を目
的として、年2回以上の簡易アンケートを実施する。得ら
れた回答の傾向を踏まえ、情報提供の内容については適
宜見直し、より的確かつ有用な情報発信に努めていく。
　また、ホームページや広報対応に関しては、研修や勉
強会を通じて、より多くの職員が広報業務を担える体制
の整備を進めている。操作方法や情報整理の手法を共有
し、更新対応の幅を広げることで、スムーズかつ質の高
い情報発信の実現を目指す。
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　法人内ボランティアマッチングサイトやスケッター等
のサイトを積極的に活用し、ボランティア窓口担当職員
のみに負担が集中しないよう、課内の複数職員が連携し
て情報発信を行う事で、新規分野のボランティア獲得を
図っていく。
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　地域主催のボランティア団体お披露目会や情報交換会
に積極的に参加し、自施設で好評であった取り組みを紹
介するとともに、他施設で評価の高かった事例を取り入
れることで、ボランティアのネットワークを拡充させ
た。
　また、ボランティア窓口担当職員に限らず、施設長等
の役職者も関係団体の行事に積極的に参画し、団体間の
関係構築に努めた。

　今年度も、外国籍の先輩職員による日本語理解度を図
る勉強会を月１回以上開催し、実際の介護場面における
専門用語のやり取りや正確な日本語の理解について、同
一現場で勤務する先輩職員の実体験に基づいた指導を通
じて、外国籍の中堅・新任職員の日本語能力の向上を図
る。
　また、マニュアル改定の際には、業務上最も関わりの
深い項目を抜粋し、外国籍職員が理解しやすいよう母国
語への翻訳にも取り組む。

　利用者への施設情報の提供は、ホーム
ページやSNSから行われているが、施設の
伝えたいことやアピール面に重点が置かれ
ており、利用者目線が少々不足気味で、
ホームページ上で目的の情報に到達するま
でに手間が掛かる。
　利用者が必要な情報に簡単に到達できる
ように、何の情報が必要か利用者の声を集
め、簡単にアクセスできるように、施設情
報の最初のページに見出し（バナー）をつ
けるなどの改善が望まれる。

　現在、多数の外国籍の職員が介護に携
わっている。外国籍の職員は、日本語能力
試験をパスして良質なサービスを提供して
いるが、膨大なマニュアルが全て日本語で
書かれている。日本人の職員でさえもマ
ニュアルを読むのに苦労すると思うが、外
国籍の職員には尚更である。また、指導し
ている職員の負担も相当なものと考えられ
る。
　このため、双方の負担軽減のために、年
一回マニュアル改定の際に、一部分からで
も職員数の多い国の言語への翻訳に取り組
むことが望まれる。


